
令和7年1月　　　　　　

酒田市総務部契約検査課

改正点（R6.6月の建設業法改正の一部施行、「監理技術者制度運用マニュアル」の改正に伴う改正）
 改正１：兼務可能要件③の新設

 ・技術者の専任を要する工事でも、一定金額（土木１億円）未満、一定条件（現場間２時間、
  下請３次まで、連絡員配置等）を満たせば、監理技術者も兼務可能となります。

 改正２：⾦額要件の⾒直し（R7.2.1〜）
 ・現場技術者（主任技術者又は監理技術者）の専任（請負金額 4,000万円 ⇒ 4,500万円 ※）
 ・監理技術者の配置（下請金額の合計 4,500万円 ⇒ 5,000万円※） ※土木一式の場合

 ※常駐を要しない期間については、今回の改正はありません。

１　常駐を要しない期間

当該工事

２　兼務可能な要件

原則として、現場代理人は現場への常駐が義務付けられています。（建設工事請負契約約款第11条第2項）

ただし、常駐すべき期間内でも、下記要件を満たし承認を得られれば兼務が可能となります。

※災害復旧工事を含む場合、その件数に応じ５件まで兼務可

原則３件まで工事の兼務が可能

 ①いずれの工事も
　 現場技術者の専任を要しない場合

現場代理人の常駐義務緩和について（概要）

別件工事当該工事

請負金額4,500万円以上の工事がない
（建築一式は9,000万円）

別件工事

・施工場所が酒田市内であること
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現場施工に着手

するまでの期間
工事を全面的に一時中止している期間

工場製作のみで現場が稼働していない期間

工事完成後、検査が終了し、事務手続

き、後片付け等のみが残っている期間
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　２　当該工事の現場代理人が現場を離れる場合は、当該現場内に連絡員を置くこと

　３　③の場合、連絡員は一定の要件が必要であること。

　４　金額要件の引き上げの適用については令和７年２月１日からであること

当該工事

２件まで工事の兼務が可能

 ②いずれかの工事が
　 主任技術者の専任を要する場合

・一体性若しくは連続性が認められる工事
 　又は相互に調整を要する工事
・工事現場の相互の間隔が10km程度以内

当該工事 別件工事

注１　「別件工事」の発注者は市以外でも良いが、両方の発注者から承認を得ること

請負金額4,500万円以上の工事がある
（建築一式は9,000万円）

別件工事

原則２件まで工事の兼務が可能

 ③いずれかの工事が
　 主任技術者又は監理技術者の専任を要する
　 場合（②で兼務を認める場合を除く）

請負金額4,500万円以上の工事がある
（建築一式は9,000万円）

・請負金額が１億円未満
　　（建築一式は２億円未満）
・現場間の移動時間が片道おおむね２時間以内
　（通常の移動手段による）
・下請次数が３次以内
・現場状況を音声・映像で確認可能な環境が整備
・人員配置等の計画書作成・保存
・施工体制が情報通信機器により遠隔から把握
　可能
※「監理技術者制度運用マニュアル」を参照の事
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